
    

 1/2 

   平成 27 年 12 月 16 日 

各  位  

会 社 名 高砂熱学工業株式会社 

(コード番号 1969 東証第 1部) 

代 表 者 役職名 取締役社長 

 氏 名 大内 厚 

問合せ先責任者 役職名 取締役副社長 

経営管理本部長 

 氏 名 島 泰光 

TEL (03) 6369－8212 

(URL http://www.tte-net.co.jp) 

 

 

Integrated Cleanroom Technologies Private Limited の株式取得（持分法適用関連会社化） 

に関するお知らせ 

 
 
  当社は、主に医薬セクターなどのクリーンルーム向け関連機器・内装材の製造・販売・取付事業を、

インドを中心に展開する Integrated Cleanroom Technologies Private Limited（以下、ICLEAN 社）

の発行済普通株式の 26.12％を、15 日（インド現地時間 16 時、日本時間 19 時 30 分）に取得しまし

た。また、これに伴い、平成 28 年３月期第３四半期会計期間から持分法適用関連会社といたします

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、長期経営構想（GReeN PR!DE 100）において、平成 26 年 2 月 13 日付公表資料の

とおり、長期ビジョンの一つとして「グローバル市場で存在感を認められる環境企業」を掲げ、事業

環境認識と取り組むべき課題として「請負工事業から総合エンジニアリング企業への転換」という方

向性を打ち出しました。また、同資料の新中期経営計画（iNnovate on 2016）において、グローバル

戦略として「新規拠点の開設や新規顧客の開拓など収益源の拡大と多様化の推進」を掲げました。 

今般、当社グループは、日系企業の海外進出工事案件を自ら設計・施工するという従来の海外での

事業モデルに加えて、ICLEAN 社という提携先を利用した医薬を中心とした非日系企業への新たな国際

事業展開モデルの構築をすべく、ICLEAN 社の発行済普通株式の 26.12％を取得しました。また、これ

に伴い、平成 28 年３月期第３四半期会計期間から持分法適用関連会社といたします。 

インドの医薬品産業は、世界的に後発薬へのニーズが高まるなか、インド政府による製薬向け産業

集積のための経済特区（ファーマパーク）の開発などを含めた諸施策により、インドの大手後発薬メ

ーカーや欧米大手製薬メーカーなどがインド国内供給および輸出を目的とした製造拠点を有してお

り、人材やコスト面での国際競争力などを背景に成長を続けております。また、インドの病院市場は、

12 億人超の人口や今後の経済成長および所得水準向上の可能性などを背景に、今後も高い成長が見込

まれております。 
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ICLEAN 社は、主に医薬セクターなどのクリーンルーム向け関連機器・内装材の製造・販売・取付に

おいてインドを中心に10年超の実績があり、欧米大手製薬メーカーやインドの大手後発薬メーカー、

インドの大手病院などを主要顧客としております。また、ICLEAN 社はインドに限らず、米国や中東・

アフリカにおけるプロジェクトにおいても実績があります。 

当社グループは、同社を事業パートナーとすることで、同社が有する機動的な組織力および医薬分

野における知見やノウハウを活用し、同社の商圏等との相乗効果を通じて業容の拡大を図り、企業価

値を高めてまいります。 

 

２．ICLEAN 社の概要 

（１） 名 称 Integrated Cleanroom Technologies Private Limited 

（２） 所 在 地 
303, Surabhi Lotus, Nagarjuna Nagar Colony, Ameerpet, Hyderabad 

- 500073, Telangana, India 

（３） 代表者の役職・氏名 Chairman and Managing Director ・ K. Gopi 

（４） 事 業 内 容 
製薬会社や病院などのクリーンルーム向け関連機器・内装材の製

造・販売・取付 

（５） 資 本 金 155 百万インドルピー（約 282 百万円） 

（６） 設 立 年 月 日 2002（平成 14）年 11 月 25 日 

（注）当該会社は、非連結子会社６社を有しております。 

 

３．今後の見通し 

本件の株式取得に伴い、ICLEAN 社は、平成 28 年３月期第３四半期会計期間から当社の持分法適用

関連会社となりますところ、平成 28 年３月期の業績に与える影響等につきましては、軽微でありま

す。 

 

以上 


